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１　業務名
津市固定資産地図情報システム構築業務委託（以下「本業務」という。）

２　業務目的
本業務は、現在稼働中の固定資産地図情報システム（以下「固定資産ＧＩＳ」という。）のリース期間満了に伴い、新たな固定資産ＧＩＳの構築を行うことを目的とする。
新たな固定資産ＧＩＳは、現在稼働中の固定資産ＧＩＳと同等以上の機能を実装するとともに、更なる機能追加を行うことにより、より充実した固定資産ＧＩＳの稼働を可能とし、固定資産土地評価業務委託及び課税客体（土地・家屋）の適正かつ均衡な課税の推進に資するものとする。

３　準拠法令等
本業務の実施にあたっては、本仕様書及び別に定める津市固定資産地図情報システム機器等賃貸借に係る仕様書によるほか、次に掲げる諸法令を遵守して実施するものとする。
1 地方税法（昭和25年法律第226号）
2 地方税法施行令（昭和25年政令第245号）
3 固定資産評価基準（昭和39年自治省告示第158号）
4 不動産登記法（平成16年法律第123号）
5 不動産登記令（平成16年政令第379号）
6 不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）
7 地理空間情報活用推進基本法（平成19年法律第63号）
8 公共測量作業規程
9 教養空間データ調達仕様書及び基本仕様書
10 地理情報標準プロファイル
11 統合型GIS推進指針
12 著作権法
13 津市個人情報の保護に関する法律施行条例
14 地理空間情報の活用における個人情報の取扱いに関するガイドライン
15 地理空間情報の二次利用促進に関するガイドライン
16 津市契約規則
17 津市情報セキュリティポリシー
18 その他関係法令・規則・通達等

４　業務場所
政策財務部資産税課、資産税課分室及び発注者の指定する場所

５　履行期間等
契約締結日から令和９年９月３０日まで
（参考）
・津市固定資産ＧＩＳ機器等の賃貸借
令和９年１０月１日から令和１４年９月３０日の期間で地方自治法第２３４条の３及び津市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例第２条第１項に基づく長期継続契約を締結する。

６　従事技術者
受注者は本業務を円滑に履行するために、主任技術者を選任するものとし、本業務に従事する技術者の中に、以下の要件を満たすものを配置するものとする。
1 主任技術者は、固定資産ＧＩＳ構築及び地図情報整備業務に精通し、十分な実務経験を有するものとする。
2 本業務に従事する技術者の中に、空間情報総括監理技術者（公益社団法人日本測量協会）の資格を有するものを配置すること。

７　業務実績及び資格要件
1 受注者は、参加表明書提出期限日より過去５年以内に行政面積５００㎢以上かつ人口１８万人以上の地方公共団体における固定資産ＧＩＳの運用実績があること。（現在構築中である固定資産ＧＩＳも可とする。）
2 受注者は、契約締結日までに、次の認証を取得しているものとする。
ア　品質マネジメントシステム（ISO9001）
イ　情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001）
またはプライバシ―マーク（JISQ15001）

８　業務内容
1 　要旨
本業務は固定資産税の適正かつ均衡な課税を推進するために、課税データと地図データ（地番図、家屋図等）との固定資産ＧＩＳによる密接な連携を図ることにより、課税内容を的確に把握し、照会、調査、評価等の固定資産税事務の精確化、迅速化を図る。
2 　津市で使用している固定資産ＧＩＳの再構築
固定資産ＧＩＳは、津市資産税課及び資産税課分室で現在稼働中の３２クライア　　
ント（発注者調達）で使用できること。
また、システム構築業務で作成した固定資産ＧＩＳ及び固定資産ＧＩＳデータのセットアップを実施するものとする。
ア　固定資産ＧＩＳが実装する機能は、別紙１の機能を必須機能とする。
なお、構築された固定資産ＧＩＳの機能が、要件を満たしていないと判断される場合、受注者の責任において速やかに訂正、補完するものとし、これに要する経費は受注者の負担とする。
イ　移行するデータについては以下のデータを基本とするが、受注者からの企画提案により、内容を変更することがある。
【地図データベース】
1 地番図データファイル（津市全域）
2 家屋図データファイル（津市全域）
3 固定資産評価基礎資料データ（津市全域）
・都市計画図データ
・土砂災害危険区域図データ
・状況類似地区ブロック図データ
・路線図データ
4 三重県共通デジタル地図　写真地図データ（津市全域）
5 三重県共有デジタル地図　数値地形図データ（津市全域）
6 住宅地図データ
【固定資産税台帳データ】
1 土地家屋課税台帳データ（津市全域）
2 状況類似地区・標準値マスター
3 路線価マスター
【その他】
1 発注者と受注者で協議の上、データベース構築に必要とされたデータ
ウ　企画提案内容の運用に必要な機器や固定資産ＧＩＳについては受注者において用意すること。
エ　固定資産ＧＩＳの運用方式はオンプレミス方式とする。
オ　サーバは、発注者が提供するデータセンタ（津市内）において、発注者が指示する区画内に設置すること。
カ　固定資産ＧＩＳで運用するサーバ要件にあたっては、津市固定資産ＧＩＳ機器等賃貸借仕様書における要件を満たすものとする。

９　貸与資料
本業務の実施に当たり、発注者は受注者に本業務の実施に必要となるデータ・資料のうち、発注者が所有するものについては貸与するものとする。受注者は、資料の受け渡し時に借用書を提出すること。また、監修者が資料を貸与する場合は同様に監修者に借用書を提出するとともに、発注者にも借用書の写しを参考送付する。
1 　貸与資料
ア　既存固定資産ＧＩＳのデータ
既存固定資産ＧＩＳに搭載しているデータファイル
イ　その他、発注者と受注者で協議のうえ必要と判断された資料及びデータ
2 　本業務で活用される貸与資料は、本業務の関係者以外に情報が漏れることのないよう、取扱いと保管に留意し、本業務目的以外には使用しないこと。
3 　資料の貸与は作業に必要な期間とし、速やかに発注者（監修者が貸与する場合は監修者）に返却すること（業務委託期間終了日までに返却を完全に終えること）。

10　実施にあたっての留意事項
1 　本業務の実施に当たっては、発注者との必要な協議を行い、その指示に従って進めるとともに、監修者から指導、確認を受けること。
2 　受注者は、本業務遂行上知り得た秘密を第三者に漏らさないこと。なお、本業務終了後も同様とする。
3 　本業務の実施に伴い第三者に与えた損害は、発注者の責に帰すべきものを除き、全て受注者の責任において処理すること。

11　実施体制
受注者は本業務を確実に履行できる体制を整えること。
⑴　業務履行にあたり、人員、所属、役割、体制図を明らかにした上で発注者に提出して了承を得ること。
⑵　受注者は、業務担当責任者（業務に従事する者で、当該業務に関し、主として指揮・監督を行う者）を定め、書面により発注者に届け出ること。業務担当責任者を変更した場合も同様とする。
⑶　受注者は、本業務を履行する従業員に対し、情報セキュリティ研修を実施しなければならない。

12　業務委託先の管理
　受注者は、委託業務の全部又は一部の実施を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、委託業務全体に大きな影響を及ぼさない補助的業務について、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
　受注者は、本業務を再委託する場合、再委託先においても津市情報セキュリティポリシーと同等のセキュリティ対策を講じさせ、履行状況を管理すること。

13　テスト
⑴　テスト計画書の作成
　本システムの正常動作を保証するために、各テスト計画書を作成し、発注者了承の上、実施すること。
　計画書には実施体制、実施環境、作業内容、スケジュール、テストシナリオ、合否判定基準等を明記すること。
⑵　システムテスト
　受注者は、構築したシステムが正常に機能することを確認するため、システムテストを実施すること。
⑶　運用テスト
　発注者は、発注者の業務フローに即し、システムの各機能が正常に動作することを確認するための運用テストを実施する。受注者は運用テストに係る手順書案を作成すること。
⑷　テスト結果
　各テストに対する結果報告書を作成すること。
　テスト結果に不合格判定があった場合、受注者は速やかに是正し、再度テストを実施すること。

14　提出書類等
1 　業務開始時
受注者は、業務開始前に次に示す書類を発注者に提出し、委託期間中は工程に応じて発注者等と必要な打ち合わせを行うこと。なお、変更する場合は業務着手前に変更した書類を提出すること。
ア　業務着手届
イ　業務実施計画書
ウ　業務工程表
エ　その他本業務を履行する上で必要となる書類
2 　成果品
受注者は、業務完了後、業務委託期間終了日（令和９年９月３０日）までに次に揚げる成果品を発注者に提出すること。
ア　固定資産ＧＩＳに搭載したデータファイル
イ　固定資産ＧＩＳ操作マニュアル（電子データ）
ウ　その他本業務で作成した資料で、発注者が必要と認めたもの
エ　ア～ウに定めるもののほか、成果物が発生した場合は、その納品について発注者と協議の上、決定するものとする。

15　成果品に係る著作権等
1 　成果品に係る著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２１条から第２８条に規定する著作権の権利のうち受注者に帰属するものは、成果品引き渡し時に発注者に譲渡するものとする。
2 　受注者は、あらかじめ発注者の承諾又は合意を得ることなく成果物又は著作権に係る成果物等の内容を公表してはならない。
3 　受注者は、発注者が著作権を行使する場合においては、著作権法第１９条第１項又は第２０条第１項に規定する権利を行使してはならない。
4 　本業務の遂行過程において、本契約に定めのない著作物が発生した場合は、その帰属および取扱いについて、発注者と協議の上、決定するものとする。

16　その他
1 　発注者は、受注者の業務履行状況を不適当と認めた場合は、その理由を明示し業務の改善を受注者に求めることができる。
2 　受注者の責めに帰する理由により第三者に損害を与えた場合は、受注者がその損害の賠償をすること。
3 　受注者は、本業務の履行による個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めること。
4 　受注者は、本業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならず、かつ、他の目的に使用してはならない。契約終了後も同様とする。
5 　本契約に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、発注者と協議の上、決定するものとする。
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別紙１　固定資産ＧＩＳ必須機能
	機能分類
	機能
	機能概要

	検索機能
	地番検索
	階層的な地番の検索ができること

	
	家屋検索
	階層的な家屋の検索ができること

	
	所有者検索
	階層的な所有者の検索ができること

	
	路線番号検索
	階層的な路線番号の検索ができること

	
	標準宅地検索
	階層的な標準宅地の検索ができること

	
	地価公示検索
	階層的な地価公示の検索ができること

	
	地価調査検索
	階層的な地価調査の検索ができること

	
	空間検索
	領域を指定した検索ができること

	地図表示機能
	レイヤ表示／非表示
	・図面上に表示する地図レイヤの、表示／非表示を切り替えができること（地図レイヤ個別の表示／非表示）

	
	拡大／縮小／スクロール
	全体表示／拡大／縮小／スクロールができること

	
	計測機能（距離、面積、角度）
	・距離／マウスで指定した点間の距離を表示できること
・面積／マウスで指定した面の面積、外周距離を表示できること
・角度／マウスで指定した角度を表示できること
・既存レイヤ図形の距離計測及び面積計測ができること

	
	テキスト表示機能
	属性表示／指定した地図レイヤに従属している属性情報を、文字図形として図面に表示できること

	
	主題図表示機能
	・色塗表示／指定した地図レイヤに従属している属性情報により、図形情報に色をつけて、図面に表示できること
・属性表示／指定した地図レイヤに従属している属性情報を、文字図形として図面に表示できること

	台帳（属性）
表示機能
	属性参照
	選択した図形に従属する情報を表示できること
※台帳情報は複数表示ができること
・土地属性の参照
・家屋属性の参照
・路線属性の参照
・標準地属性の参照
・指定した図家の属性参照
・指定した地点のレイヤに対する串刺し参照

	印刷
	印刷プレビュ－
	印刷範囲の印刷イメージを画面表示できること

	
	印刷
	・表示されている図面を印刷ができること
・レイヤ、縮尺、印刷テンプレートを指定して印刷ができること
・地図と合わせてタイトル、縮尺、方位等の情報も印刷するよう任意設定できること
・印刷領域を任意に指定して印刷ができること

	
	連続印刷
	・指定した図面を複数枚連続して印刷することができること
・任意に指定した地物、もしくはリスト等から対象を連続して印刷できること

	ＧＩＳ機能
	地番図
編集機能
	システム上で直接図面編集（分合筆等）ができること

	
	家屋図
編集機能
	システム上で以下の直接図面編集（新増築・滅失等）ができること

	
	作図
	・地図上またはレイヤに点、線、面、円、文字、シンボルを入力・編集・削除できること

	
	路線新設／追加／削除／形状編集機能
	路線図形および属性の入力／編集／削除ができること

	
	現地調査票整理機能
	・システム上で当該地の確認を行いながら､現地確認の要否の整理ができること
・必要な調査票を選択し複数印刷ができること

	
	画地条件
計算機能
	・対象となる画地等の指定を行うことにより、その画地に対する想定整形地を土地図形データとして間口、奥行、地積、蔭地割合の算出ができること
・地図上に地籍測量図を重ね合わせて画地認定できること
・参考値として、市街地宅地評価法及びその他宅地評価法による評点計算ができること
・画地計測結果を保存できること

	
	ファイリング機能
	・指定した土地に対してファイリングができること
・指定した家屋に対してファイリングができること
・指定した路線に対してファイリングができること

	管理機能
	ログイン認証
	ID・パスワードによるログインができること

	
	レイヤ管理
	レイヤの登録、編集、削除ができること

	
	操作ログ管理
	・ユーザーの操作ログを記録できること
・ユーザーの操作ログを検索・表示できること
・ユーザーの操作ログをCSV出力できること

	
	ユーザー管理
	・ユーザー情報を登録、変更、削除ができること
・グループ情報を登録、変更、削除ができること
・パスワードの設定が行えること
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